
申出人が作成する書類 ～ 実質的支配者リスト ～

１

★ 実質的支配者が申出会社の株式を直接保有しているか、間接的に保有して
いるかによって、異なります。
・直接保有している場合 → Ⓒ実質的支配者情報一覧
・間接的に保有している場合 → Ⓒ実質的支配者情報一覧 ＋Ⓓ別紙
※ 申出書等の様式及び記載例は岡山地方法務局のホームページに掲載しています。
（https://houmukyoku.moj.go.jp/okayama/page000001_00156.html）

Ⓒ
Ⓓ



２

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（直接保有①）～

登記事項証明書の記載を参考に記載してください。

Ⓒ

申出をする日前１月以内の日を記載してください。
※ この「実質的支配者情報一覧」には、申出日からさかのぼって
１か月以内のある時点における実質的支配者の情報を記載して
ください。

【直接保有の例】
申出会社（第一電気機器株式会社）の代表者（法務太郎）が、当該申出会社の
議決権の１００％を直接有している場合



３

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（直接保有②）～

上記該当事由の
①の□にチェック

Ⓒ



４

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（直接保有③）～

Ⓒ

実質的支配者の本人特定事項として、㋐実質的
支配者の氏名（フリガナを含む。）・㋑住居・㋒国籍
等・㋓生年月日を記載してください。
（注１）実質的支配者が「外国人」である場合

氏名欄（㋐）に当該外国人の氏名をアルファベット表記（漢字
圏の外国人の氏名については漢字との併記をすることができる。）
し、フリガナをカタカナで表記し、国籍等欄（㋒）にその国籍に係る
国名又は地域名を記載する。

（注２）実質的支配者が「自然人とみなされる上場会社等」である場合
住居欄（㋑）に本店の所在場所を、氏名欄（㋐）に商号を、
それぞれ記載する。国籍等欄（㋒）及び生年月日欄（㋓）への
記載は不要である。

㋐

㋓
㋒㋑ ㋔

議決権割合欄（㋔）に
は、「申出会社に係る直接
又は間接に有している議決
権の割合を合計した割合」
を記載してください。
また、間接に有している議
決権の有無も記載してくだ
さい。
直接保有の場合には、
「無」を選択してください。



５

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（直接保有④）～

㋕
㋖

実質的支配者該当性の添付書面欄
（㋕）には、「実質的支配者情報一覧に記
載されている者が実質的支配者に該当するこ
とを裏付ける基本的な資料」を記載してくださ
い。
具体的には、添付書面の種類に応じて、「申
出会社の株主名簿の写し」、「申出会社の申
告受理及び認証証明書」、「申出会社の確定
申告書別表二の写し」と記載してください。

実質的支配者の本人確認の書面欄（㋖）には、
「実質的支配者情報一覧に実質的支配者として記
載された者の本人確認書面」を記載してください。
具体的には、例えば、運転免許証の表裏両面の写
し（当該実質的支配者が原本と相違ない旨記載し、
記名したもの）を添付するのであれば、「運転免許証
の写し」と記載してください。

この「実質的支配者情報一覧に記載さ
れている者が実質的支配者に該当するこ
とを裏付ける基本的な資料」は、必ず添
付してください。

申出会社が常に取得できるものではないため、
この「実質的支配者情報一覧に実質的支配者
として記載された者の本人確認書面」を添付す
るかどうかは任意となっています。
添付しないのであれば、空欄ではなく、必ず
「なし」と記載してください。

Ⓒ



６

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（直接保有⑤）～

Ⓒ

完成！



７

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（間接保有①）～

登記事項証明書の記載を参考に記載してください。

Ⓒ

【間接保有の例】
申出会社（第一電気機器株式会社）の議決権の総数の４０％を法務太郎が直接
保有し、同総数の２６％を法務三郎が直接及び間接（直接：６％、間接：２０％）
に保有している場合

申出をする日前１月以内の日を記載してください。
※ この「実質的支配者情報一覧」には、申出日からさかのぼって
１か月以内のある時点における実質的支配者の情報を記載して
ください。



８

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（間接保有②）～

上記該当事由の
②の□にチェック

Ⓒ



９

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（間接保有③）～

Ⓒ

実質的支配者の本人特定事項として、㋐実質的支配者の氏名
（フリガナを含む。）・㋑住居・㋒国籍等・㋓生年月日を記載して
ください。
（注１）実質的支配者が「外国人」である場合

氏名欄（㋐）に当該外国人の氏名をアルファベット表記（漢字圏の外国人の氏名に
ついては漢字との併記をすることができる。）し、フリガナをカタカナで表記し、国籍等欄
（㋒）にその国籍に係る国名又は地域名を記載する。

（注２）実質的支配者が「自然人とみなされる上場会社等」である場合
住居欄（㋑）に本店の所在場所を、氏名欄（㋐）に商号を、それぞれ記載する。
国籍等欄（㋒）及び生年月日欄（㋓）への記載は不要。

㋐

㋐
㋑

㋑

㋒

㋒

㋓

㋓

㋔

㋔

議決権割合欄
（㋔）には、「申
出会社に係る直接
又は間接に有して
いる議決権の割合
を合計した割合」を
記載してください。
また、間接に有し
ている議決権の有
無も記載してくださ
い。
間接保有の場合
には、「有」を選択
し、別紙に支配関
係図を記載してくだ
さい。



１０

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（間接保有④）～

㋖
㋕

実質的支配者該当性の添付書面欄（㋕）には、「実質的
支配者情報一覧に記載されている者が実質的支配者に該当
することを裏付ける基本的な資料」等を記載してください。

申出会社については、添付書面の種類に応じて、「申出
会社の株主名簿の写し」、「申出会社の申告受理及び認
証証明書」、「申出会社の確定申告書別表二の写し」と
記載してください。
申出会社に係る「実質的支配者情報一覧に記載され
ている者が実質的支配者に該当することを裏付ける基本
的な資料」は、必ず添付してください。

実質的支配者の本人確認の書面欄
（㋖）には、「実質的支配者情報一覧
に実質的支配者として記載された者の
本人確認書面」を記載してください。
具体的には、例えば、運転免許証の
表裏両面の写し（当該実質的支配者
が原本と相違ない旨記載し、記名した
もの）を添付するのであれば、「運転免
許証の写し」と記載してください。

申出会社が常に取得できるもので
はないため、この「実質的支配者情
報一覧に実質的支配者として記載
された者の本人確認書面」を添付す
るかどうかは任意となっています。
添付しないのであれば、空欄では
なく、必ず「なし」と記載してください。

支配法人を確認するための書面については、申出会社
とは別の法人の内部文書等であることから、必ずしも申出
会社が自律的に添付することができないこともあって、添付
するかどうかは任意となっています。
添付する場合には、添付書面の種類に応じて、「●●株
式会社の株主名簿の写し」等と記載してください。

Ⓒ



１１

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（間接保有⑤）～

Ⓓ（別紙）

Ⓒ

支配法人（当該自
然人がその議決権
の総数の２分の１
を超える議決権を
有する法人）

「間接保有 有」の場合には、別
紙に支配関係図（支配法人と申
出会社の間の支配関係に係る情
報）を記載してください。

実質的支配者２番の支配関係図を記載
する場合には、「２番」と記載してください。



１２

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（間接保有⑥）～

Ⓒ Ⓓ

完成！



１３

申出人が作成する書類 ～実質的支配者リスト（直接・間接共通）～

【実質的支配者情報一覧の作成に当たっての留意事項】

A4サイズで作成してください。
手書きでもＯKです。
文字の色は、上記記載例のように赤色で作成する必要はありません。
黒色で大丈夫です。
鉛筆など、容易に消去することができる筆記具で作成することは認められて
いません。

※ 誤記した場合、訂正印による訂正など、実質的支配者情報
一覧に直接削除・加入等を施すような訂正はできません！
誤りのない実質的支配者情報一覧を再作成してください。

※ 申出会社の実質的支配者が誰か、また、実質的支配者が直接保有しているか
間接保有しているかは、申出会社が把握している事項ですので、商業登記所
（法務局）では分かりません。


